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本資料のうち，枠囲みの内容

は，商業機密あるいは防護上の

観点から公開できません。

Ⅴ-3-別添 1 竜巻への配慮が必要な施設の強度に関する説明書 
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1. 概要

本資料は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，非常

用ディーゼル発電機排気消音器及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器（以下「デ

ィーゼル発電機排気消音器」という。）が竜巻時及び竜巻通過後においても，消音器の機能維持

を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。  

2. 基本方針

Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に

示す構造計画を踏まえ，ディーゼル発電機排気消音器の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，

「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

2.1 位置 

 ディーゼル発電機排気消音器は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「3.2 機能維持の方針」に示すとおり，図2-1に示す位置に設置する。 

図 2-1 ディーゼル発電機排気消音器の位置図 
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2.2 構造概要 

 ディーゼル発電機排気消音器について，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計

算の方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，ディーゼル発電機排気消音

器の構造を示す。 

 ディーゼル発電機排気消音器は屋外に設置しており，取付ボルト又は基礎ボルトにより固定

している。ディーゼル発電機排気消音器の概要図を図2-2～図2-4に示す。 

図2-2 ディーゼル発電機排気消音器概要図（非常用ディーゼル発電機２Ｃ） 

図2-3 ディーゼル発電機排気消音器概要図（非常用ディーゼル発電機２Ｄ） 

胴板 

取付ボルト 

胴板（吸収部） 

基礎ボルト 

（吸収部） 

フィルタ部 吸収部 

基礎ボルト 

（フィルタ部）

胴板（フィルタ部）
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図2-4 ディーゼル発電機排気消音器概要図（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機） 

2.3 評価方針 

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び

荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，ディーゼル発電機排気消音器の評価対象部位に作用す

る応力等が許容限界に収まることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」

に示す評価条件を用いて計算し，「5. 強度評価結果」にて確認する。  

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷

重とこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮

し，評価対象部位を設定する。  

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価フローを図2-5に示す。ディーゼル発電機排気消音

器の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重

（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定する。

強度評価においては，ディーゼル発電機排気消音器に対して，設計竜巻の風圧力及び自重を加

えた応力が許容応力以下であることを確認する。各部材の強度評価には，設計竜巻による荷重

は水平方向より作用する外荷重という観点で地震荷重と同様なものであると考え，「原子力発

電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」（（社）日本

電気協会），「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（（社）日本電気協

会）及び「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（（社）日本電

気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）における1質点系モデルによる評価方法を準

用し，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」

に示すよこ置円筒型容器の評価式を用いる。 

ディーゼル発電機排気消音器の許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.2 許容限界」に示す許容限界である，ＪＥＡＧ４６０１の許容応力状態

ⅢＡＳとする。 

フィルタ部 吸収部 

基礎ボルト 

（吸収部） 

胴板（吸収部） 

基礎ボルト 

（フィルタ部）

胴板（フィルタ部）
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図2-5 ディーゼル発電機排気消音器の強度評価フロー 

2.4 適用規格 

・「建築物荷重指針・同解説」（（社）日本建築学会，2004改定)

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984」（社）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（社）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991追補版」（社）日本電気協会

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007」（社）日本機械

学会（以下「ＪＳＭＥ」という。） 

設計竜巻による荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

応力計算 

設定する許容限界との比較 
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3. 強度評価方法

3.1 記号の定義 

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価に用いる記号を表3-1に示す。 

表3-1 強度評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

Ａ m2 受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

ＡＡ m2 
軸方向応力評価における受圧面積（風向に垂直な面に投影した面

積） 

Ａｂ mm2 基礎ボルトの軸断面積 

ＡＨ m2 
軸直角方向応力評価における受圧面積（風向に垂直な面に投影し

た面積） 

Ｃ － 建築物荷重指針・同解説により規定される風力係数 

ＣＡ －
軸方向応力評価における建築物荷重指針・同解説により規定され

る風力係数  

ＣＨ －
軸直角方向応力評価における建築物荷重指針・同解説により規定

される風力係数  

ｄ mm 基礎ボルト呼び径 

Ｆ MPa ＪＳＭＥ ＳＳＢ-3121.1(1)により規定される値 

ＦｂＡ N 基礎ボルトに対する軸方向応力評価における引張力 

ＦｂＨ N 基礎ボルトに対する軸直角方向応力評価における引張力 

ｆｓ MPa 
ＪＳＭＥ ＳＳＢ-3121.1により規定される供用応力状態Ａ及びＢ

での許容せん断応力  

ｆｔ MPa 
ＪＳＭＥ ＳＳＢ-3121.1により規定される供用応力状態Ａ及びＢ

での許容引張応力  

Ｇ － ガスト影響係数 

ｇ m/s2 重力加速度（ｇ＝9.80665） 

Ｈ mm 排気消音器の高さ（全高） 

ｈ mm 排気消音器重心高さ 

ＬｇＨ mm 重心から基礎ボルト間の軸直角方向水平距離 

ＬＨ mm 支点から基礎ボルト間の軸直角方向水平距離 

ＬｇＡ mm 重心から基礎ボルト間の軸方向水平距離 

ＬＡ mm 支点から基礎ボルト間の軸方向水平距離 

ｍ kg 排気消音器の質量 

Ｎ － 基礎ボルトの本数 
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表3-1 強度評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

ｎｆＡ － 軸方向応力評価における引張力を受ける基礎ボルトの本数 

ｎｆＨ － 軸直角方向応力評価における引張力を受ける基礎ボルトの本数 

Ｑｂ N 基礎ボルトに対するせん断力 

ｑ N/m2 設計用速度圧  

Ｓｕ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計引張強さ  

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計降伏点  

ＶＤ m/s 設計竜巻の最大風速 

Ｗ mm 排気消音器の幅 

ＷＭ N 設置（変更）許可を受けた竜巻による飛来物の衝撃荷重  

ＷＰ N 設計竜巻による気圧差による荷重  

ＷＴ N 設計竜巻による複合荷重  

ＷＴ１ N 設計竜巻による複合荷重（ＷＴ１＝ＷＰ）  

ＷＴ２ N 設計竜巻による複合荷重（ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5･ＷＰ＋ＷＭ）  

ＷＴＡ N 軸方向応力評価における設計竜巻による複合荷重（ＷＴ２）  

ＷＴＨ N 軸直角方向応力評価における設計竜巻による複合荷重（ＷＴ２） 

ＷＷ N 設計竜巻の風圧力による荷重  

ρ kg/m3 空気密度 

ΔＰ N/m2 設計竜巻の気圧低下量  

π － 円周率  

σｂＡ MPa 軸方向応力評価における基礎ボルトに生じる引張応力 

σｂＨ MPa 軸直角方向応力評価における基礎ボルトに生じる引張応力 

τ MPa 基礎ボルトに生じるせん断応力 
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3.2 評価対象部位  

ディーゼル発電機排気消音器の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設

の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位に従って，「2.2 構造概

要」にて設定している構造に基づき，設計荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。  

風圧力による荷重は，ディーゼル発電機排気消音器に作用し，取付ボルト又は基礎ボルトに

作用する。  

このことから，取付ボルト，基礎ボルトを評価対象部位として設定する。  

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価における評価対象部位を，図3-1～図3-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1 ディーゼル発電機排気消音器（非常用ディーゼル発電機２Ｃ）の評価対象部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-2 ディーゼル発電機排気消音器（非常用ディーゼル発電機２Ｄ， 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機）の評価対象部位（フィルタ部） 

 

 

 

 

 

 

 

図3-3 ディーゼル発電機排気消音器（非常用ディーゼル発電機２Ｄ， 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機）の評価対象部位（吸収部） 

 

取付ボルト 

基礎ボルト 

基礎ボルト 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用い

る。 

(1) 荷重の設定  

構造強度評価に用いる荷重を以下に示す。  

a. 常時作用する荷重  

常時作用する荷重として，持続的に生じる荷重である自重を考慮する。  

b. 設計竜巻による荷重  

屋外の施設であるため風圧力による荷重を考慮する。開放された施設であるため，ディ

ーゼル発電機排気消音器に気圧差は発生しないことから気圧差による荷重は考慮しない。 

また，ディーゼル発電機排気消音器が仮に飛来物による衝撃荷重によって貫通しても，

その貫通箇所又は本来の排気箇所から排気されるため，設計竜巻による荷重とこれに

組み合わせる荷重に衝撃荷重を考慮しない。 

(a) 風圧力による荷重(ＷＷ)  

風圧力による荷重ＷＷは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重」に示す式に従い，算出する。  

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ  

 (2) 荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重の組合せを踏まえ，ディー

ゼル発電機排気消音器の評価対象部位ごとに設定する。  

ディーゼル発電機排気消音器の取付ボルト及び基礎ボルトには，自重及び風圧力による荷

重が作用する。  

強度評価の荷重の組合せを表 3-2 に示す。 
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表 3-2 荷重の組合せ 

施設分類 施設名称 
評価対象

部位 
荷重 

波及的影響を及

ぼす可能性があ

る施設 

ディーゼル発電機排気消音器 

（非常用ディーゼル発電機２Ｃ） 

取付 

ボルト 
①自重 

②風圧力による

荷重 

ディーゼル発電機排気消音器 

（非常用ディーゼル発電機２Ｄ） 基礎 

ボルト ディーゼル発電機排気消音器 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機） 

 

3.4 許容限界 

ディーゼル発電機排気消音器の取付ボルト又は基礎ボルトの許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜

巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界に

従って，「3.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，

ＪＥＡＧ４６０１に基づく許容応力状態ⅢＡＳの許容応力の許容荷重を用いる。  

許容限界はＪＥＡＧ４６０１を準用し，その他支持構造物の許容限界を適用し，許容応力状

態ⅢＡＳから算出した許容応力を許容限界とする。ＪＥＡＧ４６０１に従い，ＪＳＭＥ付録材

料図表Part5,6の表にて許容応力を計算する際は，評価対象部位の最高使用温度又は周囲環境

温度に応じた値をとるものとするが，温度がＪＳＭＥ付録材料図表記載の中間の値の場合は，

比例法を用いて計算する。ただし，ＪＳＭＥ付録材料図表Part5,6で比例法を用いる場合の端

数処理は，小数点第1位以下を切り捨てた値を用いるものとする。  

ディーゼル発電機排気消音器の取付ボルト又は基礎ボルトの許容限界について，表3-3に示

す。 

 

表3-3 許容限界 

評価対象 

部位 

許容応力 

状態 
応力の種類 許容限界 

取付ボルト 

又は 

基礎ボルト 

ⅢＡＳ 
一次 

応力 

引張 1.5ｆｔ 

せん断 1.5ｆｓ 

組合せ Min｛1.5 ｆｔ，（2.1 ｆｔ－1.6τ）｝ 
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3.5 評価方法 

ディーゼル発電機排気消音器の強度評価は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「5. 強度評価方法」にて設定しているディーゼル発電機排気消音器の評価式

を用いる。 

(1) 計算モデル  

受圧面の重心位置に風圧力による荷重が作用する 1 質点系モデルとして計算を行う。非常

用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器の評価モデル図を図 3-4，図 3-5 に，非常用ディーゼル

発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器の評価モデル図を

図 3-6～図 3-9 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器の評価モデル図（軸直角方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器の評価モデル図（軸方向） 
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図 3-6 非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電機排気消音器の評価モデル図（フィルタ部軸直角方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電機排気消音器の評価モデル図（フィルタ部軸方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-8 非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電機排気消音器モデル図（吸収部軸直角方向） 
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図 3-9 非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電機排気消音器の評価モデル図（吸収部軸方向） 

 

(2) 計算方法 

a. 引張応力 

取付ボルト又は基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 3-3～図 3-9 で

取付ボルト又は基礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側の取付ボルト又は基礎ボ

ルトで受けるものとして計算する。 

(a) 軸直角方向 

イ. 引張力 

ＨｆＨ

ｇＨＴ
ｂＨ

Ｌｎ

Ｌｇｈ－ｍＷ
＝Ｆ  

ロ. 引張応力 

ｂ

ｂＨ
ｂＨ

Ａ

Ｆ
＝σ  

ここで，取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積Ａｂは 

２
ｂ ｄ

4

π
＝Ａ  

(b) 軸方向 

イ. 引張力 

 
ＡｆＡ

ｇＡＴ
ｂＡ

Ｌｎ

Ｌｇｈ－ｍＷ
＝Ｆ  

ロ. 引張応力 

ｂ

ｂＡ
ｂＡ

Ａ

Ｆ
＝σ  

ここで，取付ボルト又は基礎ボルトの軸断面積Ａｂは 

２
ｂ ｄ

4

π
＝Ａ  

LgA 

LA 

h

風 
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b. せん断応力 

取付ボルト又は基礎ボルトに対するせん断応力は，基礎ボルト全本数で受けるものとし

て計算する。 

(a) せん断力 

Ｑｂ＝ＷＴ 

(b) せん断応力 

ＮＡ

Ｑ
τ＝

ｂ

ｂ
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4. 評価条件 

「3.強度評価方法」に用いる評価条件を表 4-1～表 4-8 に示す。 

 

表 4-1 許容応力評価に用いる条件（非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器） 

評価対象部位 材料 
温度条件

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

1.5ｆｔ

(MPa) 

1.5ｆｓ

(MPa) 

取付ボルト SNB7 50 715 838 586 439 338 

 

表 4-2 許容応力評価に用いる条件（非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器，高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機排気消音器） 

評価対象部位 材料 
温度条件

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

1.5ｆｔ

(MPa) 

1.5ｆｓ

(MPa) 

基礎ボルト SS400 50 231 394 231 173 133 

 

表 4-3 評価条件 

ｑ 

(N/m2) 

Ｇ 

(-) 

6.1×103 1.0 

 

表 4-4 評価条件（非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器基礎ボルト） 

ＬｇＨ 

(mm) 

ＬＨ 

(mm) 

ＬｇＡ 

(mm) 

ＬＡ 

(mm) 

ＡＨ 

(m2) 

ＡＡ 

(m2) 

800 1600 1100 2925 20.10 8.613 

 

ＣＨ 

(-) 

ＣＡ 

(-) 

Ｗ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｍ 

(kg) 

1.2 2.4 6300 3190 1640 8248 

 

ｇ 

(m/s2) 

ボルト 

サイズ 

Ｎ 

(-) 

ｎｆＨ 

(-) 

ｎｆＡ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

9.80665 M30 14 6 2 706.9 
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表 4-5 評価条件（非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器フィルタ部基礎ボルト） 

ＬｇＨ 

(mm) 

ＬＨ 

(mm) 

ＬｇＡ 

(mm) 

ＬＡ 

(mm) 

ＡＨ 

(m2) 

ＡＡ 

(m2) 

700 1400 1800 5100 22.29 7.995 

 

ＣＨ 

(-) 

ＣＡ 

(-) 

Ｗ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｍ 

(kg) 

1.2 2.4 7250 3075 1775 9500 

 

ｇ 

(m/s2) 

ボルト 

サイズ 

Ｎ 

(-) 

ｎｆＨ 

(-) 

ｎｆＡ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

9.80665 M30 8 4 2 706.9 

 

表 4-6 評価条件（非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器吸収部基礎ボルト） 

ＬｇＨ 

(mm) 

ＬＨ 

(mm) 

ＬｇＡ 

(mm) 

ＬＡ 

(mm) 

ＡＨ 

(m2) 

ＡＡ 

(m2) 

700 1400 794 2000 6.975 4.950 

 

ＣＨ 

(-) 

ＣＡ 

(-) 

Ｗ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｍ 

(kg) 

1.2 2.4 3100 2250 1150 4500 

 

ｇ 

(m/s2) 

ボルト 

サイズ 

Ｎ 

(-) 

ｎｆＨ 

(-) 

ｎｆＡ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

9.80665 M30 4 2 2 706.9 
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表 4-7 評価条件（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器フィルタ部基礎ボルト） 

ＬｇＨ 

(mm) 

ＬＨ 

(mm) 

ＬｇＡ 

(mm) 

ＬＡ 

(mm) 

ＡＨ 

(m2) 

ＡＡ 

(m2) 

675 1350 1550 4200 16.80 5.945 

 

ＣＨ 

(-) 

ＣＡ 

(-) 

Ｗ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｍ 

(kg) 

1.2 2.4 6075 2765 1690 9500 

 

ｇ 

(m/s2) 

ボルト 

サイズ 

Ｎ 

(-) 

ｎｆＨ 

(-) 

ｎｆＡ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

9.80665 M30 8 4 2 706.9 

 

表 4-8 評価条件（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器吸収部基礎ボルト） 

ＬｇＨ 

(mm) 

ＬＨ 

(mm) 

ＬｇＡ 

(mm) 

ＬＡ 

(mm) 

ＡＨ 

(m2) 

ＡＡ 

(m2) 

450 900 794 2000 6.681 4.202 

 

ＣＨ 

(-) 

ＣＡ 

(-) 

Ｗ 

(mm) 

Ｈ 

(mm) 

ｈ 

(mm) 

ｍ 

(kg) 

1.2 2.4 3100 2155 1180 4500 

 

ｇ 

(m/s2) 

ボルト 

サイズ 

Ｎ 

(-) 

ｎｆＨ 

(-) 

ｎｆＡ 

(-) 

Ａｂ 

(mm2) 

9.80665 M30 4 2 2 706.9 
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5. 強度評価結果 

強度評価結果を表 5-1，表 5-2 に示す。 

非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音器基礎ボルト，非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音器

基礎ボルト及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器基礎ボルトに発生する応力は許

容応力以下である。 

 

表 5-1 強度評価結果（軸直角方向） 

評価対象部位 損傷モード 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音

器基礎ボルト 

引張 27 439 

せん断 15 338 

組合せ 27 439 

非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音

器（フィルタ部）基礎ボルト 

引張 57 173 

せん断 29 133 

組合せ 57 173 

非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音

器（吸収部）基礎ボルト 

引張 15 173 

せん断 19 133 

組合せ 15 173 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

排気消音器（フィルタ部）基礎ボルト 

引張 38 173 

せん断 22 133 

組合せ 38 173 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

排気消音器（吸収部）基礎ボルト 

引張 30 173 

せん断 18 133 

組合せ 30 173 
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表 5-2 強度評価結果（軸方向） 

評価対象部位 損傷モード 
発生応力 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

非常用ディーゼル発電機２Ｃ排気消音

器基礎ボルト 

引張 29 439 

せん断 13 338 

組合せ 29 439 

非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音

器フィルタ部基礎ボルト 

引張 5 173 

せん断 21 133 

組合せ 5 173 

非常用ディーゼル発電機２Ｄ排気消音

器吸収部基礎ボルト 

引張 18 173 

せん断 26 133 

組合せ 18 173 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

排気消音器フィルタ部基礎ボルト 

引張 1 173 

せん断 16 133 

組合せ 1 173 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

排気消音器吸収部基礎ボルト 

引張 14 173 

せん断 22 133 

組合せ 14 173 
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Ⅴ-3-別添 1-1-10-3 排気管，放出管及びベント管の強度計算書 
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1. 概要

本資料は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方針」に示すとおり，屋外に

設置しているディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出

側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）が竜巻時及び竜巻通過後においても，各配管の機能

維持を考慮して，主要な構造部材が構造健全性を有することを確認するものである。  

2. 基本方針

各配管について，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方針」の「3.2 機能

維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱

除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）の「2.1 位置」，「2.2 構

造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格」を示す。 

2.1 位置 

 屋外に設置しているディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管

（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な

施設の強度計算方針」の「3.2 機能維持の方針」に示すとおり，図2-1に示す位置に設置す

る。 

図 2-1 ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側）， 

ディーゼル発電機海水配管（放出側）の位置図 
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2.2 構造概要 

 ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）について，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計

算方針」の「3.2 機能維持の方針」に示す構造計画を踏まえ，各配管の構造を示す。 

 ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）は鋼管で構成される。ディーゼル発電機付属排気配管及びベン

ト配管は建屋壁，床等から支持された配管である。

残留熱除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）は，基礎コンクリ

ートにサポートで固定された配管である。ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残

留熱除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）の概要図を図2-2～図

2-4に示す。

図2-2 ディーゼル発電機付属排気管の概要図 

図2-3 ディーゼル発電機付属ベント管の概要図 

支持構造物 

壁 

排気管 

床

メッシュ

ベント管 

支持構造物 
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図2-4 配管の概要図 

2.3 評価方針 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算方針」の「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」にて設定している，荷重及び荷

重の組合せ並びに許容限界を踏まえ，ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱

除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）の評価対象部位に作用する

応力等が許容限界に収まることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評価条件」に

示す評価条件を用いて計算し，「5. 強度評価結果」にて確認する。  

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価フローを図2-5に示す。ディーゼル発電機付属排気

配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出

側）の強度評価においては，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷

重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，評価対象部位を選定す

る。  

強度評価において，ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管に対しては，設計竜巻の

風圧力による荷重及び自重を加えた応力が許容応力以下であることを確認する。残留熱除去系

海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）に対しては，設計竜巻の風圧力に

よる荷重及び気圧差による荷重に内圧及び自重を加えた応力が許容応力以下であることを確認

する。強度評価では，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方針」の「5. 強

度評価方法」に示すディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管

（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）の評価式を用いる。ディーゼル発電機付属

排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放

出側）の許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方針」の「4.2 許

容限界」に示す許容限界である，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 

ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」（（社）日本電気協会），「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡ

Ｇ４６０１-1987」（（社）日本電気協会）及び「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６

配管本体 

支持構造物

弁
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０１-1991 追補版」（（社）日本電気協会）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の許容応力状

態ⅢＡＳとする。 

図2-5 ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），デ

ィーゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価フロー 

2.4 適用規格 

・「建築物荷重指針・同解説」（（社）日本建築学会，2004改定)

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984」（社）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987」（社）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版」（社）日本電気協会

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1-2005/2007」（社）日本機

械学会（以下「ＪＳＭＥ」という。） 

設計竜巻による荷重 

評価対象部位の選定 

荷重及び荷重の組合せの設定 

応力計算 

設定する許容限界との比較 
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3. 強度評価方法

3.1 記号の定義 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価に用いる記号を表3-1に示す。 

表3-1 強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａ m2/m 
単位長さ当たりの施設の受圧面積（風向に垂直な面に投影し

た面積）  

Ｃ － 建築物荷重指針・同解説により規定される風力係数 

Ｄ mm 管外径 

Ｇ － ガスト影響係数 

ｇ m/s2 重力加速度（ｇ＝9.80665） 

Ｌ m 支持間隔 

Ｍ N･m 風荷重により作用する曲げモーメント 

ｍ kg/m 単位長さ当たりの質量 

Ｐ MPa 内圧 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表Part5の表にて規定される設計降伏点 

ｔ mm 板厚 

ＶＤ m/s 設計竜巻の最大風速 

ＷＷ N/m 設計竜巻の単位長さ当たりの風圧力による荷重 

ｗ N/m 単位長さ当たりの自重による荷重 

Ｚ mm3 断面係数 

ΔＰ N/m2 気圧差 

ρ kg/m3 空気密度 

σ１, σ２ MPa 配管に生じる応力 

σＷＰ MPa 気圧差により生じる応力 

σＷＴ１, σＷＴ２ MPa 複合荷重により生じる応力 

σＷＷ MPa 風圧力により生じる応力 

σ自重 MPa 自重により生じる応力 

σ内圧 MPa 内圧により生じる応力 
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3.2 評価対象部位 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の評価対象部位は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設

の強度計算方針」の「4.2 許容限界」にて示している評価対象部位に従って，「2.2 構造概

要」にて設定している構造に基づき，設計荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し設定する。 

風圧力による荷重及び気圧差による荷重は配管本体に作用する。サポート（配管支持構造

物）については，建屋内外にかかわらず地震に対して耐荷重設計がなされており，配管本体に

竜巻による荷重が作用した場合でも，作用荷重は耐荷重以下であるため，竜巻による荷重に対

するサポートの設計は耐震設計に包絡される。  

このことから，配管本体を評価対象部位として選定する。 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価における評価対象部位を図3-1～図3-3に示す。 

図3-1 ディーゼル発電機付属排気配管の評価対象部位 

図3-2 ディーゼル発電機付属ベント管の評価対象部位 

屋内 屋外 

配管本体 
壁

床

配管本体 
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図3-3 残留熱除去系海水配管（放出側）及びディーゼル発電機海水配管（放出側）の評価対

象部位 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」に示している荷重及び荷重の組合せを用い

る。 

(1) 荷重の設定

構造強度評価に用いる荷重を以下に示す。

a. 常時作用する荷重

常時作用する荷重として，持続的に生じる荷重である自重を考慮する。

b. 設計竜巻による荷重

風圧力による荷重及び気圧差による荷重を考慮する。なお，ディーゼル発電機付属排気

配管及びベント配管は開放された施設であるため，気圧差は発生しないことから気圧差に

よる荷重は考慮しない。また，ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除

去系海水配管（放出側），ディーゼル発電機海水配管（放出側）が仮に飛来物による衝撃

荷重によって貫通しても，その貫通箇所又は本来の排気又は排水箇所から排気又は排水

されるため，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重に衝撃荷重を考慮しな

い。 

(a) 風圧力による荷重(ＷＷ)

風圧力による荷重ＷＷはⅤ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方針」

の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重」に示す式に従い，算出する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

(b) 気圧差による荷重(ＷＰ)

気圧差による荷重ＷＰは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算方

針」の「5. 強度評価方法」に示す評価方法に従って，気圧差を見かけ上の配管の内圧

配管本体
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の増加として考慮する。具体的な計算方法は，「3.5(2) 計算方法」に示す。 

c. 運転時の状態で作用する荷重

運転時の状態で作用する荷重としては，配管に作用する内圧を考慮する。

(2) 荷重の組合せ

強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算

方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重の組合せを踏まえ設定する。  

配管本体には，自重，風圧力による荷重，気圧差による荷重及び内圧が作用する。 

強度評価の荷重の組合せを表 3-2 に示す。 

表 3-2 荷重の組合せ 

施設分類 施設名称 評価対象部位 荷重 

屋外の外部事象

防護対象施設 

・ディーゼル発電機付属排気

配管及びベント配管
配管本体 

①風圧力による荷重

②自重

・残留熱除去系海水配管

（放出側） 

・ディーゼル発電機海水配管

（放出側） 

配管本体 

①風圧力による荷重

②気圧差による荷重

③自重

④内圧

3.4 許容限界 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の許容限界は，Ⅴ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算方針」の「4.2 許容限界」にて設定している許容限界に従って，「3.2 評価対象部位」

にて設定した評価対象部位ごとに，機能損傷モードを考慮し，ＪＥＡＧ４６０１に基づく許容

応力状態ⅢＡＳの許容応力の許容荷重を用いる。  

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の許容限界は，ＪＥＡＧ４６０１を準用し，「クラス2,3配

管」の許容限界を適用し，許容応力状態ⅢＡＳから算出した許容応力を許容限界とする。ＪＥ

ＡＧ４６０１に従い，ＪＳＭＥ付録材料図表Part5,6の表にて許容応力を計算する際は，評価

対象部位の最高使用温度又は周囲環境温度に応じた値をとるものとするが，温度がＪＳＭＥ付

録材料図表記載の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。ただし，ＪＳＭＥ付録材料図

表Part5,6で比例法を用いる場合の端数処理は，小数点第1位以下を切り捨てた値を用いるもの

とする。  

配管の強度評価における許容限界について，表3-3に示す。 
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表3-3 配管の許容限界 

許容応力状態 
許容限界 

一次応力（膜＋曲げ） 

ⅢＡＳ Ｓｙ 

 

3.5 評価方法 

ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管，残留熱除去系海水配管（放出側），ディー

ゼル発電機海水配管（放出側）の強度評価は，Ⅴ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算方針」の「5. 強度評価方法」にて設定している配管及び弁の評価式を用いる。 

(1) 計算モデル  

配管は一定距離ごとにサポートによって支えられているため，風圧力による一様な荷重を

受ける単純支持梁として評価を行う。評価に用いる支持間隔は管外径，材料ごとにサポート

の支持間隔が最長となる箇所を選定する。保温材を使用している配管については，保温材を

含めた受圧面積を考慮して評価を行う。弁を設置している場合はサポート支持間隔が短くな

るため，弁を設置している場合の受圧面積は最大支持間隔での受圧面積に包絡される。 

なお，ディーゼル発電機付属排気配管及びベント配管は，配管端部が片持ち形状となって

いることから，配管端部についても評価を行う。 

両端支持形状の配管モデル図を図 3-4 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 配管モデル図 

(2) 計算方法 

a. 竜巻による応力計算 

(a) 風圧力により生じる応力 

風圧力による荷重が配管の支持スパンに等分布荷重として加わり，曲げ応力を発生さ

せるものとして，以下の式により算定する。 

（両端支持形状） 

8・Ｚ

・ＬＷ
＝

Ｚ

Ｍ
＝σ

２
Ｗ

ＷＷ
 

 

 

 

風（ＷＷ） 

支持間隔Ｌ 
サポート 

受圧面積Ａ×Ｌ 

管外径Ｄ 

t
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（片持ち支持形状） 

σ
ww
＝

Ｍ

Ｚ
＝

Ｗ
w
・Ｌ

２

2・Ｚ
 

 

ここで 

44 ・ｔ)－(Ｄ－2Ｄ
・Ｄ32

π
Ｚ＝  

 (b) 気圧差により生じる応力 

気圧差による荷重は，気圧が低下した分，内圧により生じる一次一般膜応力が増加す

ると考えて，その応力増加分を以下の式により算定する。 

4・ｔ

ΔＰ・Ｄ
＝σＷＰ

 

したがって，(a),(b)項の複合荷重により生じる応力σＷＴ１及びσＷＴ２は以下の式に

より算出する。 

ＷＰＷＴ１＝σσ  

ＷＰＷＷＷＴ２ σ・＋0.5＝σσ  

b. 組合せ応力 

竜巻荷重と組み合わせる荷重として，配管に常時作用する自重及び運転時に作用する内

圧を考慮する。自重により生じる曲げ応力及び内圧により生じる一次一般膜応力は，以下

の式により算定する。 

（両端支持形状） 

8・Ｚ

ｗ・Ｌ
＝ σ

２

自重  

（片持ち支持形状） 

σ
自重

＝
ｗ・Ｌ

２

2・Ｚ
 

 

ｗ＝ｍ・ｇ 

4・ｔ

Ｐ・Ｄ
＝ σ内圧  

したがって，自重及び風圧力による荷重により生じる曲げ応力と気圧差による荷重及び

内圧により生じる一次一般膜応力を足し合わせ，配管に生じる応力として以下の式により

σ１及びσ２を算出する。 

ＷＴ１内圧自重１ ＋σ＋σ＝σσ  

ＷＴ２内圧自重２ ＋σ＋σ＝σσ  
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4. 評価条件  

｢3. 強度評価方法｣に用いる評価条件を表 4-1～表 4-5 に示す。 

 

表 4-1 許容応力計算に用いる条件 

評価対象配管 
管外径 

(mm) 
材料 

温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

非常用ディーゼル発電機付属排気配

管 

660.4 SM400B 500 143 

863.6 SM400B 500 143 

非常用ディーゼル発電機付属ベント

配管 

42.7 STPT370 55 206 

165.2 STPT370 50 209 

216.3 STPT370 50 209 

残留熱除去系海水配管（放出側） 508.0 SB410 66 212 

ディーゼル発電機海水配管（放出側） 267.4 STPT410 66 226 

 

表 4-2 評価条件 

ガスト係数 

Ｇ 

(－) 

風力係数 

Ｃ 

(－) 

設計用速度圧 

ｑ 

(N/m2) 

気圧低下量 

ΔＰ 

(N/m2) 

重力加速度 

ｇ 

(m/s2) 

1 1.2 6100 8900 9.80665 

 

表 4-3 評価条件（非常用ディーゼル発電機付属排気配管） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

形状 材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当たり

の受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

660.4 
両端支持 SM400B 8.500 6 115.9 0.8604 

片持ち SM400B 5.570 6 115.9 0.8604 

863.6 
両端支持 SM400B 9.362 6 151.1 1.064 

片持ち SM400B 7.251 6 151.1 1.064 
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表 4-4 評価条件（非常用ディーゼル発電機付属ベント配管） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

形状 材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当た

りの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当たり

の受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

42.7 
両端支持 STPT370 2.440 3.6 3.470 0.04270 

片持ち STPT370 0.950 3.6 7.570 0.04270 

165.2 
両端支持 STPT370 2.800 7.1 27.70 0.1652 

片持ち STPT370 1.378 7.1 49.30 0.1652 

216.3 
両端支持 STPT370 2.900 8.2 42.10 0.2163 

片持ち STPT370 1.578 8.2 71.30 0.2163 

 

表 4-5 評価条件（残留熱除去系海水配管（放出側）） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

内圧 

Ｐ 

(kPa) 

508.0 SB410 13.35 15.1 362.8 0.5080 700 

 

表 4-6 評価条件（ディーゼル発電機海水配管（放出側）） 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 

支持間隔 

Ｌ 

(m) 

板厚 

ｔ 

(mm) 

単位長さ当

たりの質量 

ｍ 

(kg/m) 

単位長さ当た

りの受圧面積 

Ａ 

(m2/m) 

内圧 

Ｐ 

(MPa) 

267.4 STPT410 10.00 9.3 107.8 0.2674 700 
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5. 強度評価結果 

(1) 非常用ディーゼル発電機付属排気配管 

強度評価結果を表5-1に示す。  

非常用ディーゼル発電機付属排気配管に発生する応力は，許容応力以下である。 

 

表 5-1 強度評価結果 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

形状 材料 
σ１ 

(MPa) 

σ２ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

660.4 
両端支持 SM400B 6 34 143 

片持ち SM400B 9 58 143 

863.6 
両端支持 SM400B 5 30 143 

片持ち SM400B 12 71 143 

 

(2) 非常用ディーゼル発電機付属ベント配管 

強度評価結果を表5-2に示す。  

非常用ディーゼル発電機付属ベント配管に発生する応力は，許容応力以下である。 

 

表 5-2 強度評価結果 

管外径 

D 

(mm) 

形状 材料 
σ１ 

(MPa) 

σ２ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

42.7 
両端支持 STPT370 7 66 206 

片持ち STPT370 10 45 206 

165.2 
両端支持 STPT370 3 11 209 

片持ち STPT370 4 13 209 

216.3 
両端支持 STPT370 2 8 209 

片持ち STPT370 4 11 209 
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(3) 残留熱除去系海水配管（放出側）  

強度評価結果を表5-3に示す。  

残留熱除去系海水配管（放出側）に発生する応力は，許容応力以下である。 

 

表 5-3 強度評価結果 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 
σ１ 

(MPa) 

σ２ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

508.0 SB410 35 64 212 

 

 (4) ディーゼル発電機海水配管（放出側）  

強度評価結果を表5-4に示す。  

ディーゼル発電機海水配管（放出側）に発生する応力は，許容応力以下である。 

 

表 5-4 強度評価結果 

管外径 

Ｄ 

(mm) 

材料 
σ１ 

(MPa) 

σ２ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

267.4 STPT410 34 86 226 
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